福祉協力校推進事業　助成金交付要領　
社会福祉法人　津市社会福祉協議会
（通則）
1． 福祉協力校推進事業助成金（以下「助成金」という。）については、予算の範囲内において交付するものとする。
（交付の目的）
2． この助成金は、小・中学校、高等学校、特別支援学校の児童・生徒を対象に、体験実習やボランティア活動を通して社会連帯の精神や地域の一員として生きていく力を養い、社会福祉への理解と関心を高める。また、児童・生徒を通じて家庭及び地域社会への啓発を図ることを目的とする。
（交付の対象）
3． この助成金は、次の事業を交付の対象とする。
(1) 本会が指定した福祉協力推進事業校（以下「福祉協力校」という。）の社会福祉に関わる活動に対し必要な費用として助成する。
(2) 当該年度内に実施した事業を対象とする。
（交付額）
4． この助成金の交付額は次のとおりとする。
(1) 福祉協力校１校あたり４万円を限度として助成するものとする。但し、予算で定める範囲内においてこれを交付するものとする。
（交付の条件）
5． この助成金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。
(1) 事業を中止、又は廃止する場合には、本会会長の承認を受けなければならない。
(2) 事業が予定の期間内に完了しない場合、又は事業の執行が困難となった場合においては、速やかに本会会長に報告して、その指示を受けなければならない。
(3) 助成金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年間保管しておかなければならない。
（申請手続）
6． この助成金の交付申請については、次のとおりとする。
(1) 助成金申請書（様式１）、事業計画書（様式２）、予算書（様式３）を本会会長に提出するものとする。
(2) 提出期限は毎年５月２５日までとする（休日の場合は２５日の前営業日）。ただし、会長が必要と認めた場合この限りではない。
(3) 助成金の交付が決定したら、請求書（様式４）を本会会長に提出するものとする。
（変更申請手続）
7． この助成金の交付決定後の事情により、申請の内容を変更する場合には、速やかに助成金変更申請書（様式５）を本会会長に提出するものとする。
（実績報告）
8． 事業に係る事業報告は、実績報告書（様式６・７）並びに精算書（様式８）に個々の受領書又はコピーを添えて翌年度４月末日までに本会会長に報告しなければならない。
（経理処理）
9． この助成金の経理処理については、次のとおりとする。
(1) この助成金の使途は、福祉協力校の運営に要する旅費、諸謝金、備品費、消耗品費、通信運搬費、水道光熱費、広報費、会議費、印刷製本費、研修費、保険料、給食費とする。
(2) 本会は、学校長から活動にともなう個々の受領書、又はコピーと精算書を受け取り、当該指定校終了後５年間保管しなければならない。
(3) 交通費など領収書のとれないものについては、学校長の支払い証明で可とする。
附則

１　本要領は、平成１８年１月４日より施行する。

平成１９年４月１日一部改正

平成２０年４月１日一部改正
平成２１年４月１日一部改正
平成２２年４月１日一部改正
平成２３年４月１日一部改正
平成２４年６月１４日一部改正

平成２７年４月１日一部改正
